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別紙 3 設計業務着手時提出書類 

（第 10 条関係） 

 

１ 基本設計業務着手時 

 

提出書類等 提出部数 

基本設計着手届 2 部 

基本設計工程表 2 部 

基本設計計画書 2 部 

主任技術者届 2 部 

 

２ 実施設計業務着手時 

 

提出書類等 提出部数 

実施設計着手届 2 部 

実施設計工程表 2 部 

実施設計計画書 2 部 

主任技術者届 2 部 

 

以上 
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別紙 4 設計図書 

（第 12 条第 1項、第 13 条第 1項関係） 

 

１ 基本設計業務完了時 

 

 設計図：             4 部（A1：1 部，A3 縮小版：3部） 

 基本設計説明書：         10 部 

 構造計算資料：          2 部 

 じゅう器備品リスト及びカタログ： 2 部 

 

２ 実施設計業務完了時 

 

 設計図：             4 部（A1：1 部，A3 縮小版：3部，ﾃﾞｰﾀ 1 式） 

 実施設計説明書：         2 部 

 工事費内訳書：          2 部 

 数量調書：            2 部 

 設計計算書（構造・設備他）：   2 部 

 じゅう器備品リスト及びカタログ： 2 部 

 地質調査資料：          2 部 
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別紙 5 着工時の提出書類 

（第 21 条第 1項関係） 

 

 工事実施体制      2 部 

 工事着工届      2 部 

 現場代理人及び監理技術者届（経歴書を添付） 2 部 

 下請業者一覧表      2 部 

 仮設計画書         2 部 

 工事記録写真撮影計画書        2 部 

 施工計画書        2 部 

 主要資機材一覧表           2 部 

 

※ 着工時の提出書類は、建設企業が工事監理者に提出してその承認を受けたものを、工

事監理者が市に提出する。 
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別紙 6 完工時の提出図書 

（第 30 条第 4項関係） 

 

市による完工確認の通知に必要な下記の完工書類を原図 1 部、製本（原寸）2 部、製本

（縮小）3 部、CAD データ一式を提出すること。なお、これらの図書を本施設内に保管す

ること。 

 

工事完了届 

検査試験成績書 

火葬炉に関する性能試験結果 
保守点検指導書  

保証書 

消防法第 17 条の 3の 2の規定による検査済証 

建築基準法第 7条第 5項の規定による検査済証 

建築基準法第 12 条第 3項の規定による届出書の副本 

建築士法第 20 条第 2 項の規定による工事監理報告書 

建設廃棄物処分計画書及び建設廃棄物処分報告書 

実施工程表 

その他必要となる検査済証、届出書、報告書等 

完成図（完工図（建築、電気設備、機械設備、什器備品配置表）等） 

工事日誌 

工事記録写真 

什器備品リスト及びカタログ 

確認通知書 

選定事業者による完工検査の実施状況報告書 

その他必要図書  
 

※ 完工時の提出図書は、完工検査及び設備等の試験運転後、市に提出する。ただし、建

設企業が工事監理者に提出してその承認を受けたものを、工事監理者が市に提出する。 
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別紙 7 事業者等が付保する保険 

（第 17 条、第 34 条第 1項第 5号、第 54 条第 2項関係） 

 

 事業者は以下の条件を満たす保険を、事業者の費用負担において付保するものとする。 

ただし、保険の名称等を含めその詳細については事業者の提案によるものとする。 

 

 

１ 本件工事期間 

 

(1)建設工事保険 

保険の対象：工事現場において不測かつ突発的な事故によって工事の目的物等に生

じた損害 

補償額：請負代金額 

保険期間：本件施設の着工日からしゅん工検査合格書が交付される日まで 

被保険者：事業者 

 

(2)第三者賠償責任保険 

保険の対象：設計業務・工事監理業務に起因し建築物を滅失、毀損させたことによ

り、第三者に与えた法律上の賠償責任を負担することにより被る損害 

補償限度額：1事故当たり 1億円（ただし、対人 1名当たり 5千万円） 

1 年間につき 1億円 

保険期間：本件施設の着工日から引渡日まで 

免責金額：[提案による] 

被保険者：事業者 

 

２ 施設供用期間 

 

(1)第三者賠償責任保険 

保険の対象：維持管理業務及び運営業務に伴い第三者に与えた損害について法律上

の賠償責任を負担することにより被る損害を担保 

補償限度額：対人：1名当たり 1億円、1事故当たり 10 億円以上 

対物：1事故当たり 1億円以上 

保険期間： 運営期間 

免責金額：[提案による] 

被保険者： 事業者 

 

(2)火災保険 

保険の対象：事業者が設置する本件施設 
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補償限度額：再調達価格相当額 

保険期間： しゅん工検査合格書が交付された日の翌日から運営期間の終了日まで 

免責金額：[提案による] 

被保険者： 事業者 

 

３ 解体工事期間 

 

(1)建設工事保険 

保険の対象：工事現場において不測かつ突発的な事故によって工事の目的物等に生

じた損害 

補償額：請負代金額 

保険期間：本件施設の着工日からしゅん工検査合格書が交付される日まで 

被保険者：事業者 

 

(2)第三者賠償責任保険 

保険の対象：設計業務・工事監理業務に起因し建築物を滅失、毀損させたことによ

り、第三者に与えた法律上の賠償責任を負担することにより被る損害 

補償限度額：1事故当たり 1億円（ただし、対人 1名当たり 5千万円） 

1 年間につき 1億円 

保険期間：本件施設の着工日から引渡日まで 

免責金額：[提案による] 

被保険者：事業者 

 

以上 
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別紙 8 不可抗力による損害、損失及び費用の負担割合 

（第 14 条第 3項第 4号、第 35 条第 2項第 4号、第 37 条第 1項第 4号、 

第 39 条第 3項、第 41 条第 3項、第 62 条第 2項関係） 

 

 

１ 整備期間 

整備期間中に不可抗力が生じ、本施設に損害（ただし、事業者の得べかりし利益は

含まない。以下、本別紙 8（不可抗力による損害及び追加的な費用の負担割合）におい

て同じ。）、損失及び費用が発生した場合、当該損害、損失及び費用の額が整備期間

中に累計でサービス購入料のうち、施設整備費の 1 パーセントに至るまでは事業者が

負担するものとし、これを超える額については市が負担する。ただし、当該不可抗力

事由により事業者の負担額を超える額の保険金が支払われた場合、当該保険金額相当

額は、損害、損失及び費用の額から控除する。 

 

２ 本施設の引渡日以降 

本施設の引渡日以降に不可抗力が生じ、本施設に損害、損失及び費用が発生した場

合、当該損害、損失及び費用の額が一事業年度につき累計で不可抗力が生じた日が属

する事業年度において支払われるべき委託料の 1 パーセントに至るまでは事業者が負

担するものとし、これを超える額については市が負担する。ただし、当該不可抗力事

由により事業者の負担額を超える額の保険金が支払われた場合、当該保険金額相当額

は、損害、損失及び費用の額から控除する。 

以上 
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別紙 9 保証書の様式 

（第 42 条第 5項関係） 

 

 

 〔建設企業〕（以下「保証人」という。）は、一宮斎場整備事業（以下「本件事業」と

いう。）に関連して、事業者が一宮市（以下「市」という。）との間で締結した平成 22

年［ ］月［ ］日付け事業契約書（以下「本件事業契約」という。）に基づいて、事業

者が市に対して負担する以下の第 1 条の債務（以下「主債務」という。）につき事業者と

連帯して保証する（以下「本保証」という。）。なお、本保証において用いられる用語は、

本保証において特に定義された場合を除き、本件事業契約において定められるのと同様の

意味を有するものとする。 

 

第 1 条（保証） 

 保証人は、本件事業契約第 42 条第 1 項及び同条第 2 項に基づく事業者の市に対する債

務を保証する。 

 

第 2 条（通知義務） 

 市は、本保証の差入日以降において本件事業契約又は主債務の内容に変更が生じたこと

を知った場合には、遅滞なく当該事由を保証人に対して通知しなければならない。本保証

の内容は、市による通知の内容に従って、当然に変更されるものとする。 

 

第 3 条（保証債務の履行の請求） 

1 市は、保証債務の履行を請求しようとするときは、保証人に対して、市が定めた様式

による保証債務履行請求書を送付しなければならない。 

2 保証人は、保証債務履行請求書を受領した日から 7 日以内に当該請求に係る保証債務

の履行を開始しなければならない。市及び保証人は、本項に規定する保証債務の履行期

限を、別途協議のうえ、決定するものとする。 

3 保証人は、主債務が金銭の支払を内容とする債務である保証債務の履行については、

当該保証債務履行請求書を受領した日から 30 日以内に当該請求に係る保証債務の履行

を完了しなければならない。 

 

第 4 条（求償権の行使） 

 保証人は、本件事業契約に基づく事業者の債務が全て履行されるまで、保証人が本保証

に基づく保証債務を履行したことにより、代位によって取得した権利を行使することがで

きない。ただし、市及び事業者の同意がある場合は、この限りでない。 

 

第 5 条（終了及び解約） 

1 保証人は、本保証を解約することができない。 
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2 本保証は、本件事業契約に基づく事業者の債務が終了又は消滅した場合、終了するも

のとする。 

 

第 6 条（管轄裁判所） 

 本保証に関する訴訟、和解及び調停に関しては、名古屋地方裁判所を第一審の専属管轄

裁判所とする。 

 

 

 以上の証として本保証書が 2 部作成され、保証人はこれに署名し、1 部を市に差し入れ、

1部を自ら保有する。 

 

平成［ ］年［ ］月［ ］日 

 

保証人： 
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別紙 10 業務報告書の構成及び内容 

（第 52 条関係） 

 

１ 維持管理業務実施報告書 

(1)業務月報 

事業者は、月ごとに業務月報を作成し、翌月の【１０】日までに、業務ごとに定

める記録簿、業務日報、苦情等対応表等の資料を添付し、市に提出すること。なお、

業務月報の様式、内容等はあらかじめ市と協議して定める。 

 

(2)四半期報告書 

事業者は、四半期ごとに四半期報告書を作成し、四半期末の翌月【２０】日まで

に、市に提出すること。ただし、第４四半期については、速やかに提出すること。

なお、四半期報告書の様式、内容等はあらかじめ市と協議して定める。 

 

(3)業務年報 

事業者は、各事業年度終了後毎年【５】月末日までに、当該事業年度に係る維持

管理業務に関する業務年報を市に提出すること。なお、業務年報の様式、内容等は

あらかじめ市と協議して定める。 

 

２ 運営業務実施報告書 

(1)業務月報 

事業者は、月ごとに業務月報を作成し、翌月の【１０】日までに、業務ごとに定

める記録簿、業務日報、苦情等対応表等の資料を添付し、市に提出すること。なお、

業務月報の様式、内容等はあらかじめ市と協議して定める。 

 

(2)四半期報告書 

事業者は、四半期ごとに四半期報告書を作成し、四半期末の翌月【２０】日まで

に、市に提出すること。ただし、第４四半期については、速やかに提出すること。

なお、四半期報告書の様式、内容等はあらかじめ市と協議して定める。 

 

(3)業務年報 

事業者は、各事業年度終了後毎年【５】月末日までに、当該事業年度に係る運営

業務に関する業務年報を市に提出すること。なお、業務年報の様式、内容等はあら

かじめ市と協議して定める。 
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別紙 11 サービス購入料の金額と支払いスケジュール 

（第 24 条第 1項、第 55 条、第 56 条、第 64 条第 1項第 1号ないし第 3号、 

第 65 条第 4項第 1号ないし第 3号、第 66 条第 1項第 1号ないし第 2号関係） 

 

１ 市が支払うサービス購入料 

市が事業者に対して支払うサービス購入料は、「(1)一括支払金」、「(2)割賦料」及び

「(3)委託料」から構成される。 
 

(1)一括支払金 

（ア）市は、施設整備業務及び既存施設の解体業務の対価を、一括支払金として事業

者に支払う。 

（イ）一括支払金のうち、施設整備業務の対価については平成２３年５月末日まで、

既存施設の解体業務の対価については平成２３年１１月末日までに支払う。 

（ウ）事業者が提案した一括支払金の額が、提案後の物価変動により不適当となった

場合には、一括支払金の変更協議に応じることとする。この際に、変更する目安

としては、提案時の一括支払金に対して 1.0％の増減（鋼材類の物価上昇を原因

とするものに限る）を想定しており、これを超える物価変動が協議において確認

できた場合に、その超過分についてのみ一括支払金の額を変更する。 

 

(2)割賦料 

（ア）市は、事業者が提案する創業費を元本として、これに金利を上乗せした額とす

る。 

（イ）創業費には、応募に係る費用、ＳＰＣ開業に係る費用などを含み、施設整備業

務に係る費用及び既存施設の解体業務に係る費用は含まないものとする。 

（ウ）割賦料の支払期間は、平成２３年度から平成３７年度までの１５年間とし、年

4 回（6 月末日、9 月末日、12 月末日及び 3 月末日までの各四半期を各回の支払

対象期間とする。）、四半年賦元利均等により支払うものとする。 

（エ）金利は、平成２３年４月１日の 2 銀行営業日前を基準日とする基準金利に事業

者が提案したスプレッドを加えたものとする。 

（オ）基準金利は、6 ヶ月 LIBOR ベース１５年物（円－円）金利スワップレート（午

前 10 時に共同通信社から発表される Tokyo Swap Reference Rate の中値）とす

る。 

（カ）市は、上記（ア）～（オ）に示す方法に従って算出した割賦料に、消費税及び

地方消費税相当額を上乗せした額を事業者に支払う。割賦料に上乗せする消費税

及び地方消費税相当額は、各回の割賦料の元本償還額に、各回の支払日において

適用される消費税率又は地方消費税率を乗じた額の合計額とする。 

 

(3)委託料 

（ア）委託料の支払方法 

① 市は、事業者が実施する施設の維持管理業務及び運営業務の対価を、委託

料として事業者に支払う。 

② 委託料の支払期間は、平成２３年度から平成３７年度までの１５年間とし、

年 4 回（6 月末日、9 月末日、12 月末日及び 3 月末日までの各四半期を各回

の支払対象期間とする。）支払うものとする。 

③ 委託料の１回あたりの支払予定額は、各事業年度の支払予定額（事業者が

提案した各事業年度の支払額を、「（イ）委託料の改定」の規定によって改
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定した金額）の４分の１の額とする（１円未満の端数は第４四半期で調整し

ます。）。 

④ 事業者は、平成２３年度から平成３７年度までの１５年間、毎月分の維持

管理業務及び運営業務の業務完了届及び業務報告書（以下「業務報告書等」

という。）を、毎翌月 5日までに市に提出する。 

⑤ 市は、事業者から業務報告書等を受け取った後、維持管理業務及び運営業

務の業務計画書（以下「業務計画書」という。）に定められた水準が満たさ

れているか確認（以下「モニタリング」という。）する。 

⑥ モニタリングの結果を踏まえ、市は毎期末に当期の確定支払額を算定し、

事業者に通知する。 

⑦ 事業者は、支払額判明後速やかに、市に対して請求書を送付する。 

⑧ 市は、適正な請求書を受理した日から 30 日以内に、委託料に消費税及び地

方消費税相当額を上乗せした額を事業者に支払う。委託料に上乗せする消費

税及び地方消費税相当額は、各回の委託料に、各回の支払日において適用さ

れる消費税率又は地方消費税率を乗じた額の合計額とする。 

 

（イ）委託料の改定 

① 委託料は、毎年 1回物価変動を勘案して改定する。 

② 市は、日本銀行が公表する「企業向けサービス価格指数（建物サービ

ス）」（以下「価格指数」という。）を用い、平成２２年 11 月を初回として、

毎年 1回 11 月に翌年度の支払予定額を算定して事業者に通知する。 

③ 支払予定額は、以下の算式に基づいて算定する。 

平成Ｘ年度の支払予定額 

＝事業者が提案した平成Ｘ年度の支払額 

×（平成Ｘ－１年度 4月～9月の価格指数の平均） 

÷（平成２０年度 4月～9月の価格指数の平均） 

 

 

以上 
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別紙 12 サービス購入料の減額の基準と方法 

（第 53 条第 2項、第 57 条、第 60 条第 2項関係） 

 

 

１ モニタリング 

市は、本件施設の維持管理・運営開始後１５年間にわたり、維持管理業務及び運営業

務の実施状況について、要求水準書及び応募者提案に基づいて事業者が作成し市の承認を

得た維持管理業務及び運営業務の業務計画書（以下「業務計画書」という。）に定められ

た水準が満たされているか確認（以下「モニタリング」という。）する。 

 

(1)モニタリングの方法 

① 業務日報等の提出 

事業者は、市が日常モニタリングを行うための業務日報（毎日）及び定期

モニタリングを行うための業務報告書（毎月）を作成し市へ提出する。 

② 業務実施状況の確認 

市は、事業者が作成した業務日報及び業務報告書に基づき、日常モニタリ

ング、定期モニタリングを行い、事業者が提供する業務の実施状況を確認す

る。 

なお、市は、必要に応じて自ら各業務の遂行状況を直接確認・評価する随

時モニタリングを行うことができる。 

 

(2)モニタリング費用の負担 

モニタリングに係る費用負担の分担は次に示すとおりとします。 

 

費用負担 事業者 市 

日常モニタリ

ングの内容 

チェック項目に沿って各業務

の遂行状況を確認の上、業務

日報を作成。 

業務日報の確認、業務水準の

評価。 

定期モニタリ

ングの内容 

月 1 回実施のチェック項目に

沿って、遂行状況を確認する

とともに、業務日報をもとに

業務報告書を作成。 

業務報告書の確認、業務水準

の評価。 

随時モニタリ

ングの内容 
－ 

維持管理・運営業務の遂行状

況の確認。 

その他、必要に応じ不定期

に、直接確認。 

 

２ サービス購入料の減額方法 

 

(1)減額等の対象 

減額等の対象となる支払は、維持管理及び運営の対価であるサービス購入料と
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する。 

ただし、実際の火葬件数が市の提示する想定火葬件数を超えた場合、又は大規

模災害等により火葬需要が増大し、市の判断により業務実施時間を延長して火葬

を行った場合に市が事業者に支払う追加費用については、減額等の対象としない。 

 

 

(2)減額等の措置を講じる事態 

モニタリングの結果、事業者の責任により、以下に示す状態に陥った場合又は

陥ることが想定される場合、市は業務計画書に定められた水準を事業者が満たし

ていないと判断し、減額等の措置を講じる。 

 

レベル１ 開場日であるにもかかわらず、本施設を火葬場として利用できない状態が 24

時間以上にわたり継続した場合 

レベル２ ① 施設利用者が本件施設を利用する上で重大な支障がある場合 

② 周辺環境に重大な悪影響がある場合 

③ 上記①又は②の恐れがある場合 

レベル３ ① 施設利用者が本件施設を利用することはできるが、利便性を欠く場合 

② 周辺環境に悪影響がある場合 

③ 上記①又は②の恐れがある場合 

④ その他業務計画書に定められた水準のいずれかを満たしていない場合 

（レベル１又はレベル２に該当する場合を除く） 

 

(1)減額等の決定過程 

① レベル１の状態に陥った場合、１日につき、15 ポイントのペナルティポイ

ントをカウントする。 

② レベル２の状態に陥った場合、１日につき、各項目 5 ポイントのペナルテ

ィポイントをカウントする。 

③ レベル３の状態に陥っていることが、モニタリング結果から明らかになっ

た場合、市は、その程度、緊急度等を勘案し、事業者に相当な是正期間を提

示する。 

④ 事業者は、市の提示する是正期間内にレベル３の状態を改善することによ

り、ペナルティポイントのカウントを免れますが、市の提示する是正期間を

経過しても改善されない場合、1日につき、1ポイントのペナルティポイント

をカウントする。 

⑤ レベル１、レベル２又はレベル３に該当した場合であっても、明らかに事

業者の責めに帰さない事由によると認められる場合には、ペナルティポイン

トをカウントしない。なお、市及び事業者は、ペナルティポイントのカウン

トに際し、必要に応じて協議することができる。 

 

(2)サービス購入料の減額 
① サービス購入料支払期間（6 月末日、9 月末日、12 月末日及び 3 月末日ま

での各四半期）における累積ペナルティポイントが一定の水準に達した場合、

減額等の措置内容を以下のとおり決定し、市は当期の確定支払額を算定する。 

累積ペナルティポイント 減額割合 
0～9 減額なし 

10～29 1 ポイントにつき、当期の支払予定額の 1％ 
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（10～29％の減額） 

30 以上 支払留保 

② 累積ペナルティポイントが 30 以上の場合、支払留保としますが、翌期の累

積ペナルティポイントが 9 以下である場合、翌期分の支払時に、当期の支払

予定額の 70%を加算して支払う。 

③ 累積ペナルティポイントが 30 以上の場合で、かつ、翌期の累積ペナルティ

ポイントが 10 以上の場合、市は契約を解除することができる。 

事業者が、終日、「委託業務」を行わない日があった場合、日割計算により

「サービス購入料」の支払を減額することができる（ただし、事業者の違反

が市の責めに帰すべき事由による場合は、この限りではない。）。 
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別紙 13 法令変更による費用の負担割合 

（第 14 条第 3項第 3号、第 35 条第 2項第 3号、 

第 37 条第 1項第 3号、第 41 条第 3項、第 62 条第 2項関係） 

 

 

                          市負担割合  事業者負担割合 

１ 本事業に特別に影響を及ぼす法令の 

  新設・変更の場合                 １００％      ０％ 

２ 税制度の変更の場合 

ア 法人税等収益関係税の変更の場合          ０％    １００％ 

イ ア以外の税制度の変更の場合          １００％      ０％ 

３ 上記１および２以外の法令の新設・変更の場合      ０％    １００％ 

 

以上 
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